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企業価値向上委員会 2022年度 活動報告 

 

当社は、2022年８月５日付「企業価値向上委員会の新設について」にて、企業価値向上委員会（以下「本委員

会」といいます）の設立をお知らせし、2022年11月18日付「企業価値向上委員会の活動状況に関する説明資料」

にて、活動状況のご報告をいたしました。その後、2022年12月４日開催の臨時株主総会を経て、新取締役体制で

本委員会を進めております。 

つきましては、その後の当社の活動状況について添付のとおりご報告いたします。 

 

 

以  上 

会 社 名 富 士 ソ フ ト 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役 社長執行役員    坂 下 智 保 

（コード番号  9749 東証プライム市場） 

問合せ先 経 営 財 務 部 長         小 西 信 介 

（ Ｔ Ｅ Ｌ 0 4 5 － 6 5 0 － 8 8 1 1 ）  
 



企業価値向上委員会
2022年度 活動報告

2023年2月14日

（コード番号：9749 東証プライム市場）
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これまでの経緯
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企業価値向上委員会
の設立

（2022年6月）

• 事業方針、キャピタルアロケーション、コーポレート・ガバナンス、ステークホルダーとの対話等の当社の経営課題についての

真摯な再検証を目的とし、2022年6月に企業価値向上委員会を設置

• 同委員会の設置を2022年8月に公表

• 2022年11月に社内での中間報告のとりまとめ、2023年2月に2022年度の最終報告を実施するスケジュールを公表

中間報告
（2022年11月）

• 企業価値向上委員会の下部に５つのワーキンググループ（以下、WG）を組成し、当社の経営課題のうち特に重要なテーマにつ

いて集中的な検討を実施

• 2022年11月に、各WGにおけるこれまでの検討内容と方向性を活動状況の報告として公表

臨時株主総会
（2022年12月4日）

• 2022年9月に当社株主である3D OPPORTUNITY MASTER FUND様より、取締役4名選任の株主提案を受領

• これに対し、当社としては株主提案2名を含む社外取締役5名を会社提案とし上程

• 2022年12月4日の臨時株主総会にて会社提案の社外取締役5名が新たに選任

新取締役体制
のスタート

（2022年12月4日～）

• 新任社外取締役5名を加えた新体制にて、企業価値向上委員会での新たな議論がスタート

• 新体制以前に検討が進んでいたテーマの再検証を行い、方向性について合意が得られる一定の成果があった。今後も新体制の下で順

次施策を実行に移していくと共に、継続検討中の課題も引き続き取り組んでいく
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臨時株主総会後の取締役会体制の強化

3

▶2022年12月に開催した臨時株主総会にて新たに5名の社外取締役が選任され、取締役会及び企業価値向上委員会の構成としては社外取締役が過

半数を占める形で最適な体制が整った

▶特に「企業経営」「法務」「資本市場」分野のスキルセットが強化されたことで、より多角的な視点で企業価値向上の検討が促進

地位 氏名
企業
経営

経営
管理

人財
システム
開発

プロダクト
・サービス

新規
事業

営業
財務/
会計

法務
資本
市場

取締役相談役 野澤 宏 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

代表取締役
坂下 智保 ◎ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

社長執行役員

取締役
大迫 館行 ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○

専務執行役員

取締役
筒井 正 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○

常務執行役員

取締役
森本 真里 ○ ○ ○ ◎執行役員

取締役
梅津 雅史 ○ ◎ ○ ○ ○

執行役員

取締役（社外） 小山 稔 ○ ◎ ○ ○ ○

取締役（社外） 大石 健樹 ○ ○ ○ ◎ ◎

取締役（社外） 荒牧 知子 ○ ○ ◎ 〇

取締役（社外） 辻 孝夫 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

取締役（社外） 仁科 秀隆 ○ ○ ○ ◎

取締役（社外） 今井 光 ○ ○ ○ ◎ ○ ◎

取締役（社外） 清水 雄也 ○ ◎ ◎

取締役（社外） 石丸 慎太郎 ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○

常勤監査役 木村 宏之 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

監査役（社外） 石井 茂雄 ○ ◎

監査役（社外） 押味 由佳子 ○ ◎

NEW

NEW

NEW

NEW

NEW
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本報告の主旨
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▶2022年11月の中間報告後、12月4日の臨時株主総会を経て、新取締役体制で企業価値向上委員会を推進。2022年度の活動内容をご報告

基本的な
経営姿勢

• 当社の「もっと社会に役立つ もっとお客様に喜んでいただける もっと地球にやさしい企業グループ そして「ゆとりとやりが
い」」という基本理念のもと、中期方針である「ICTの発展をお客様価値向上へ結びつけるイノベーション企業グループ」を目指すこ
とを基本方針とした上で、中期経営計画でも提示した当社創業来の攻めの経営姿勢を持ち、社是である（様々な）変化をチャンス
と捉え、挑戦と創造を続ける基本的な考えは堅持していく

• 一方で、時代の変化に対応し、資本市場との対話をしっかり行い、事業そのものの強化と伴に、ガバナンスの強化や資本効率の向上に
ついても強化することで、企業価値の最大化を目指す

企業統治について

• 2022年12月4日の臨時株主総会にて社外取締役を増員。次の定時株主総会後に、経営委員会を３つの委員会（指名委員会、報酬

委員会、倫理委員会）に機能分化し、それぞれの委員の過半数を社外役員（監査役を含む）とし、委員長を社外取締役とすること

を決定。さらなるガバナンスの見直しについては、これらとは別に社外取締役を過半数とするガバナンス委員会を新たに設置し、

継続的に検討する

経営財務戦略
（事業・不動産・企業グ

ループ）について

• 当社の企業価値の定義を経済的価値と社会的価値とで定義し、目標及び向上施策についての具体的な検討を進める

• 本質的には将来ビジョンを策定し、そこに進むプロセスを検討することが必要であることを確認

• 既存事業分野については革新を続け、成長と付加価値拡大をしっかり進めることが重要である。そのための人的投資、研究開発投

資、プロダクト投資、システム投資、DX投資等は、これまで以上に積極的に進める。さらに、外部から経営資源を獲得するため

にM&A等の施策も活用する

• 付加価値を高めていくための新たな戦略的な領域として、当社の3つの強みである業務系SI、組込・制御分野やプロダクト・サー

ビス等を組み合わせた新たな領域開拓を進める。この領域は、今後ICTがさらに発展する中で、ハードウエアの発展とともに、ソ

フトウエアの重要性が大きくなり、それらを組み合わせた新たな融合サービスが有望な領域であると考えられる。自社で賄えない

分野はM＆Aによって領域拡大を図る

• 不動産事業については、過去の歴史的な経緯を考慮しつつも、現在の資本効率の観点から縮小の方向とする。その上で、各不動産

については、個別の評価を行った上で、資本効率、資産としての保有意義、事業との関連性、オフィス政策等を総合的に勘案し、

今後の事業戦略の中に取込んでいく

• グループ企業については、個別の財務的な評価だけではなく、当社グループの価値最大化を実現するためのグループ方針・戦略に

沿って整備し、再編成していく

今後について • 将来ビジョンに向けた事業戦略の具体化を進めるとともに、大きな方針の決定や変更については適宜報告する
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企業統治検証WG
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▶本WGでは、より客観性や実効性を高めるべく現状のガバナンス体制の検証を実施し、以下を決定

（取締役会の機能強化の方向性、必要なスキルセット、体制については委員会中間報告にて検証結果を報告済）

▶2023年3月に予定している定時株主総会開催後に、任意の委員会である経営委員会を、3つの委員会に発展的に機能分化し、客観性と透明性を担保

▶ガバナンス課題について、より深堀りした継続的な検討を行うべく、ガバナンス委員会を新たに設置

経営委員会
（指名・報酬・倫理機能を内包）

（議長は代表取締役）
過半数を社外役員で構成

指名委員会

▶経営委員会を指名・報酬・倫理の各委員会に機能分化する

ことで、よりテーマ毎に集中的な議論を行う体制に移行

▶社外取締役を議長に任命し、各委員会の過半数を社外役員

（監査役含む）で構成することで客観性・透明性を担保

経営委員会の機能分化について

報酬委員会 倫理委員会

機能分化
（2023年3月）

ガバナンス委員会の設置について

現検証体制

• ガバナンスの諸課題について企業価値向上委員会の下部組

織の企業統治検証WGで検証

• 取締役会機能強化の方向性、必要なスキルセット、経営委

員会の機能分化など一定の成果を達成

2023年3月
定時株主総会後

• 最適な機関設計などのガバナンス課題について、より深堀

りした継続的な検討を行っていくために、ガバナンス委員

会を設置

• ガバナンス委員会は過半数を社外取締役によって構成し、

中長期的な視点で客観性と透明性を担保した検討を行う

>>
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2023年3月定時株主総会後のコーポレートガバナンス図（予定）
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取締役会の諮問に対し、客観性

と透明性を持った検討

（議長：社外取締役）

• 指名委員会：役員指名や評価、後継者

計画等

• 報酬委員会：役員報酬体系、報酬額、

中長期のインセンティブ等

• 倫理委員会：役員倫理に関する制度の

設計等

• 企業価値向上委員会：企業価値向上に

向けた各種検討

• ガバナンス委員会：ガバナンス課題に

対する各種検討
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経営財務戦略WG

▶新取締役体制の下、個別の経営課題の整理の前に、企業価値の定義を共有したうえで明確な将来像を示す必要があることを確認

▶当社の企業価値を向上させるキー・ドライバーとして、各種定量指標に代表される「経済的価値」と社会・ステークホルダーに対する貢献を意味

する「社会的価値」と定義し、目標及び向上施策についての具体的な検討を進める

当社の企業価値の定義

• 売上高成長率

• 営業利益成長率

• 1株当たりのCF

• ROE

• お客様へより価値あるソフトウエア、システム、サービスの提供の追求

• ICTの活用とノウハウの蓄積と様々なかたちでの発信

• ICTでお客様の価値向上・競争力向上へ貢献

• ICTで社会の発展と持続可能な社会創造に貢献

• 多様な人財雇用の維持・拡大とICT人財育成

• ICTと企業活動を通して多様な働き方やダイバーシティの推進と

環境に配慮した持続可能な社会作りへ貢献

経済的価値 社会的価値

10
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事業検証WG

主要 3分野

・業務系SI

・組込・制御ソフトウェア

・プロダクトサービス（自社・他社）

関連 3分野

・不動産事業

・ハードウェア事業

・アウトソーシング事業

（BPO、コールセンター）

売上 3,000億円

営業利益 200億円

EPS 392円

ROE 9％

ROIC 9％

IT×OT技術で、
お客様/社会の発展に貢献する企業

将来ビジョン

主要 3分野

・業務系SI

・組込・制御ソフトウェア

・プロダクトサービス（自社・他社）

関連 3分野

・ハードウェア事業 ・不動産事業（縮小） ・アウトソーシング事業

売上 1兆円超

営業利益 800億円超

EPS 1,600円超

ROE 15％超

ROIC 15％超

「IT×OT※分野のシステム/ソフト＆サービスを提供する
リーディングカンパニー」となり産業と社会の発展に貢献

融合分野 /新分野

成長と付加価値向上

戦略融合領域の創造

◼ 不動産事業の縮小
◼ ハードウェア・ア
ウトソーシング事
業の継続成長

◼ 主要3分野との融
合領域拡大

11

▶将来ビジョンの定義：「IT×OT分野のシステム/ソフト＆サービスを提供するリーディングカンパニー」となり、産業と社会の発展に貢献

▶将来ビジョンに向け、コア事業（主要3分野）の成長と収益力向上の取り組みを継続的に強化

▶当社のコア事業（主要3分野）を融合させた、より付加価値の高い新たなビジネス領域開拓に向けて具体的な戦略検討を開始

※オペレーショナルテクノロジー:製品や設備、システムを最適に動かすための「制御・運用技術」

新たなビジネスの創出：ノウハウの結集とお客様との協働

・製品IoTサービス化（エッジ開発から通信、ビッグデータ分析）

・スマート工場・物流対応（PLC制御、ロボットSI、マテハン制御等） 等

現状（2023年度予想）
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不動産検証WG

今後の論点

◼ 最適スキームの設計

・不動産をオフバランスする場合、流動化・売却・セールアンドリースバック・分社化などから最適なスキームを検討

◼ 今後の実施プロセス

・新たな不動産専門外部アドバイザーの選任

・オフィス計画や既存テナントへの影響等を考慮した適切なタイミングで流動化等を実行

・関係先への影響等を鑑みて具体的な開示を適宜行う

◼ 創出キャッシュの活用方法

・不動産の流動化等によって得られるキャッシュは、全社の長期的な成長戦略投資及びキャピタルアロケーション方針に基づき配分計画を策定

◼ その他

・首都圏オフィス以外の不動産についても検証

検証における各種前提 不動産の評価軸 流動化の検討

◼ 各不動産の契約の整理

◼ 将来的なオフィスの座席需給予測

◼ 不動産鑑定評価の取得

◼ 安定資産保有と最適資本構成

◼ 時価収益率とハードルレートの比較

◼ SI事業とのシナジー

◼ 流動化等の要件と時期

◼ 価格の最適化

◼ 外部アドバイザーの選定
◼ コスト削減効果とキャッシュフローへの影響

◼ 事業と生産性への影響

テナント中心
オフィス

自社利用中心
オフィス

流動化等候補
オフィス

12

▶テナント中心オフィスの定量評価の結果、不動産事業としては縮小を目指す

▶事業方針と従業員の働き方、汐留オフィスへの拠点集約によるオフィスの効率化を踏まえ、一部首都圏オフィスを対象に、流動化スキームや価格

の検証等について、専門性を有する外部アドバイザーの新たな選任も含めて具体化を進めていく
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企業グループ検証WG
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▶富士ソフトグループのこれまでの基本方針や経営方針を再検証

▶各グループ企業の連結数値から見た財務的な評価と定性的な評価の実施

▶今後の事業戦略を見据えた企業グループの在り方から課題の検討を行い、将来ビジョンに向けたグループ方針・戦略の組み立てを行う

グループ方針の確認

• グループ基本方針
• 自主性の尊重と相互協力

• 本体及びグループ全体の事業戦略のもと、最適なグループ構
成の検討と方針の決定

• 方針が決定し、組織再編等を行う際には、少数株主保護だけ
でなく、資本効率の観点なども検討のうえ、現実的かつ最適
なスキームで行う

• 最適なスキーム、時期などが決定次第、随時実行に移す

• グループ運営における課題についても、並行して検討を進め
る

グループ企業の財務的定量評価

• 親会社の財務的視点から見た各グループ企業
の評価

• グループガバナンスの在り方

• グループシナジーの発揮できる最適構成

• 既存ビジネスの強化・新ビジネス領域構築の観点からのM&A
含む事業戦略

グループ企業の定性的評価

• グループ全体としての有機的な配置
• シナジーの観点からの評価

>>

今までの検証事項 今後の方向性

グループ運営における今後の検討課題
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▶2023年3月定時株主総会後、企業価値向上委員会を分割

▶企業統治検証WGはガバナンス委員会とし、企業価値向上委員会から独立

▶企業価値向上委員会は、経営財務戦略WG、及び3つの下部WGとし、主に事業と資本効率の議論を継続

企業価値向上委員会

◼ 委員長は社外取締役とし、委員会の過半数は社

外取締役で構成

◼ 機関設計のあるべき姿の継続的な検討

◼ 取締役会及び取締役会議長の在り方

◼ 取締役会実効性評価、社内取締役評価 など

◼ 将来ビジョン達成に向けた中期的な施策

のとりまとめ

◼ 不動産流動化の具体的な検討

◼ グループ方針・戦略の組み立て

ガバナンス委員会 企業価値向上委員会
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